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2C0 Ⅰ 国の評価体制の 強化の方向 一 民間機能の活用 

0 大 貫 軒ロ 彦 ( 政策科学研 ), 平澤 冷 ( 政策研究大学院大 ) 

1 . はじめに 

我が国でも評価制度全般の 拡充や見直しが 進んできた。 研究開発に関連した 評 

何 では、 評価の負荷が 増大し、 そのパフォーマンスの 要求水準も高度化しつつあ 
る。 また、 プロジェクトや 機関の評価から、 プロバラム、 制度、 政策の評価のよ 

う な、 より複合的な 対象に検討の 視点が移行してきた。 こうした状況に 対処する 

ため、 行政の評価能力の 向上と共に、 内部評価と外部評価の 特性を踏まえっ っ、 

外部民間機関の 評価機能の高度化と 適切な活用を 図ることが必要になっている。 

この報告は、 海外主要国における 評価機能のアウトソーシンバの 事例を調査公 

析 して得た知見を 紹介し、 民間機能活用の 見地から、 今後の我が国全体の 評価体 

制と評価機能の 強化に関する 問題提起を行 う ものであ る。 

2 . 外部民間評価 援 曲の活用実態について 

評価対象のカテゴリ 一により評価の 目的・アプローチ・ 要件は大きく 異なる 

が、 次の 4 つのうち、 主にはじめの 3 つについて調査分析を 行った。 

① プロバラムの 基で実施されるプロジェクトの 評価 

② プロバラムに 基づかない・ 独立して実施されるプロジェクトの 評価 

③ プロバラム自体の 評価 

④ その他 ( 機関 / 制度 / 政策 ) の評価 

( 1 ) 外部評価機能の 適正な活用 

科学技術や研究開発に 関わる対象の 評価では、 行政機関内部に 整備されていな 

いか、 あ るいは不十分な 機能がいくつかあ り、 それを補完するために、 以下のよ 

う に外部機能が 活用されている。 

①評価パネル 

科学技術の質的側面の 評価は、 専門的科学技術者の 知的能力に依存せざるを 得 

ない。 そのため評価パネルを 置き、 外部の科学技術者を 評価パネリスト ( シーズ ズ 

側 パネリスト ) として 委 暗することが、 一般的に行われている。 

社会経済的価値の 側面を評価する 必要があ る場合も同様であ り、 行政機関覚部 

の 専門家を評価パネリスト ( ニーズ 側 パネリスト ) として 委 暗することが 一般的 

に行われている。 しかし、 この場合、 適切な対象者を 見出すことは 格段に困難で 

あ る。 また、 行政二 ニス との関連性を 評価する場合には、 行政内部の政策担当者 
の方が適切であ るとして、 評価パネリストに 政策担当者が 加わることもあ る。 

評価パネルは 通常、 個人レベルの 関与であ るが、 情報の収集分析に 関してはコ 

ンサルタントなどが 謂査 分析機関を通して 組織的に対応することがあ る。 

②評価システムの 設計 

行政内部に評価業務に 精通しているエキスパートがいない 場合、 評価の枠組み 
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自体を設定するために、 外部有識者からなる 検討委員会を 設け、 その機能を導入 

することも良く 行われている。 また場合によっては、 この面での専門性を 有する 

外部機関に評価システムの 設計を委暗し 、 助言を受けることもあ る。 

③評価業務の 運営支援 

評価業務は通常膨大な 庶務的実務を 伴う。 たとえば・応募提案の 整理、 パネリ 

ストの探索、 害面 審査の手配や 審査委員会の 設定、 評点やコメントの 整理、 応募 

者へのフィードバック、 契約業務の支援等があ る。 これらの実務は 期間的にも業 

務が偏在し，行政内部の 担当者が処理するには 組織 綿 破面から非効率な 面もあ る。 

また、 マネジメント 上の専門性が 要求される局面も 多く、 その専門性がⅠ的ない 

し 貫 的に不十分な 場合には、 外部機能を活用することもあ る。 

④専門的な調査分析 

プロヴラムに 基づくプロジェクトの 選定の場合を 除き、 他のケースではその 日 

的 自体の妥当性を 評価することを 伴う困難さがあ る。 プロバラムに 基づかない独 

立したプロジェクトを 選定する場合であ っても、 政策目的自体の 妥当性の評価と・ 

プロジェクトの 政策目的に対する 適合性の両面の 評価が必要になる。 政策目的自 

体の妥当性の 評価は， 通常、 より広範な調査分析に 基づく知見が 必要であ る。 よ 

り 複雑なプロバラムや 制度、 あ るいは政策等の 新たな展開の 是非に関する 評価 ( ア 

セスメント ) では、 さらに広範な 調査分析を必要とする。 このような場合・ その 

必要とする質的 且 内状況に応じ・ 外部調査機関やコンサルタント、 あ るいは行政 

組織に付属させた 専門的な調査分析機関等の 機能を活用する 必要があ る。 

重要なことは、 評価の中立性や 公正性、 信頼性を保証し、 また評価過程で 集ま 

る アイチ ィ 7 等に関する守秘義務を 守り、 資金配分の黄任所在を 明確にすること 

であ る。 これは行政内部によってのみ 良く担われる。 したがって、 外都から提供 

される機能は、 前段的な評点やコメントあ るいは作業支援局面に 限られ、 最終的 

な 意思決定は行政内部の 担当者が行 う べきであ る。 また、 適正な委託管理の 面か 

らも行政内部の 評価関連能力の 向上は不可欠であ る。 現実にも委託された 外部機 

関は 、 通常、 評価パネルの 詩論 や 、 その後の選定の 意思決定には 関与していない。 

( 2 ) 外部評価の充実と 外部機能の活用 

政策の妥当性評価のように、 客観性を得るために 第三者の外部評価を 行 う 必要 

があ る場合もあ る。 また、 外部からの視点を 加え、 当事者の独善に 陥らないため 

の 予防的な仕組みを 導入することが 必要な場合もあ る。 このような場合には、 担 

当 部署ではなくその 上部機関や助言粗籠 等 が外部の評価組織や 機関の機能を 活用 

し評価することになる。 課題の性格に 応じ、 外部のコンサルタントや 調査分析 機 

関 、 大学や学会、 行政に付属した 専門的機関等の 機能が活用されることになる。 

( 3 ) 評価システムの 類型と外部活力の 関与 

プロバラムの 基で実施されるプロジェクトの 事前評価では ， プロバラム・ディ 

レクターと評価パネルのパネリストに 対する外部活力の 関与 度 にほ幅があ るが・ 

評価の支援作業は 、 ぼとんど行政内部で 担当している。 これは、 公平性や中立性 
を維持するために 必要な守秘義務を、 服務規程で厳しく 義務づけられている 行政 

に 対する信頼があ り、 行政内部で可能な 限り実施すべきものと 考えられているか 
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研究開発の評価人材に 求められる中核的な 資質には、 研究開発自体の 専門的経 

験と、 評価に関わる 方法輪やその 背後の人や組織に 関する知識やスキルの 両面が 

あ る。 また， 研究開発の成果であ る科学技術の 受容者側への 理解も欠かせない。 

この多面的な 寅 其の養成メカニズムとしては、 まず第一に、 研究開発従事者の 転 

換 プロバラムであ り、 築こには、 学時的な高等教育コースであ る。 また、 第三に 

は、 このような初期養成期間を 経た者の受け 皿機関とそこでの OJT によるスキル 

アップも重要であ る。 転換プロバラムとしては AAAS のフェローシップ 制度が最 

も 成果をあ げている。 また、 大学院コースとしては PREST や TWENTE 大学などの 

ような評価専門家育成コースもあ る。 さらに、 政府からの継続的な 評価委託事業 

を原資とし、 シンクタンク、 大学、 アカデミー、 準 公的研究機関等の 関連機関が、 

多様で豊富な 評価人材の受け 皿として機能している。 また、 専門性を高める 学会 

活動や評価の 研究交流が活発化し、 国瞭 的なネットワークが 形成されている。 こ 

れるの彼我の 差が行政覚部の 評価専門機関の 質 且 両面での格差を 生んでいる。 

3 . 我が国の評価体制強化のための 含意 

以上の調査結果から、 大略、 次の含意を抽出した。 

① 民間評価機関の 育成 

我が国でほ評価関連産業が 未成熟であ り、 ベンチャー・ビジネスの 育成と同様 

な、 成長ステージ 別の育成支援策を 展開する必要があ る。 現在は民間機関内部に 
人材集積を可能とするシードマネ 一の提供段階であ るが、 徐々に、 その機能向上 

やⅠ的拡大を 図り、 資金提供のメカニズムや 契約方式等を 多様化する必要があ る。 

② 先進的評価スキルの 導入と定帝 

国捺 交流を通じて 先進的評価スキルの 導入・ 定 帝を図ることが 必要であ る。 海 

外の先進的なぬ 関や実務者による 集中的な研傍や 演習的な試行を 行ったり、 海外 

機関の日本支社のメンバーを 中心としたグローバルな 評価体制の確立等をめざす 
必要があ る。 なお、 我が国の言語や 文化の理解に 乏しいまま海外先進機関を 導入 

しても効果的でないことには 特に留意すべきであ る。 

③ 評価体制強化の 背景的環境の 整備 

背景的環境としての 制度的な整備が 必要であ る。 カリキュラム 開発推進プロバ 
ラム、 コース設定のためのインセンティブの 付与、 評価研究プロバラムの 設定等。 

④ 行政の内部主体の 強化と内外役割分担システムの 進化 

内外役割分担を 伴 う 評価システムの 運用と進化のためにも、 行政内部の機能の 
強化は重要であ る。 行政内部の執行機関にスキルの 蓄積を行い、 また行政機関の 

内部に評価制度の 改革や継続的向上を 図るための責任部署を 設け、 評価に関する 

知的チータベースなどのインフラの 整備に取り組む 必要があ る。 また将来的には、 

評価機能を中心としたⅠ政策研究」機関を 行政に近接させて 設置する必要があ る。 

⑤行政内覚の 連携の強化 

評価機能を国全体として 効率的に高めるためには、 行政内覚に蓄積された 資源 

を活かし、 連携を強化する 必要があ る。 例えば、 リアルⅠバーチャル 両面での 交 

流の場 ( 「評価フォーラム」 ) や、 共に参加できる 研究・切棒プロバラムの 開設 

などを通じて、 体制整備を図る (AAAS や欧州 ETAN をモデルとする ) べきであ る。 
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